
富谷市公告第   号 

令和７・８年度一般競争入札及び指名競争入札参加者の募集に関する公告 

令和７・８年度に係る富谷市が行う一般競争入札及び指名競争入札に参加を希望する者を

下記により募集する。 

 

令和７年４月４日 

富谷市長 若 生 裕 俊 

 

                     記 

 

１ 一般競争入札及び指名競争入札の参加者の資格 

（1）一般競争入札及び指名競争入札（以下「競争入札」という。）に参加しようとする者

（以下「申込者」という。）は地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政

令」という。）第１６７条の４（政令第１６７条の１１第１項において準用する場合を

含む。）の規定に該当する者であってはならない。 

（2）建設工事に係る申込者にあっては、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の

規定による許可を受けている者で、かつ、同法第２７条の２３の規定に基づく経営に

関する客観的事項について審査を受けた者 

（3）その他営業に関し、法令の規定により許可、登録等を受けることが必要とされる場合

に、これを受けていること 

（4）一般競争入札（指名競争入札）参加資格審査申請書及びその添付書類に虚偽の事項の

記載のない者 

２ 受付する業種等 

  別表１のとおり 

３ 申請書の受付時期及び提出方法 

  別表２のとおり 

４ 提出すべき書類 

  別表３のとおり 

５ 募集要項等の配布 

募集要項及び申請書類は、富谷市公式ホームページ上からのダウンロードにより入手す

ること。ダウンロードによる入手ができない場合は、ＵＳＢメモリを持参の上、企画部財

政課窓口（本庁舎２階）にお越しください。 

ホームページアドレス https://www.tomiya-city.miyagi.jp/  

６ 変更の届出 

  申請後に申請内容に変更があった場合は、速やかに届けること。 

 

 

 

以上 



別表１ 受付する業種等 

番号 募集する業種 備考 

１ 建設工事  

２ 建設工事関連業務 測量・コンサルタント等 

３ 物品・役務提供 物品の製造・販売、役務の提供等 

 

 

別表２ 申請書の受付時期及び提出方法 

提出方法 ＷＥＢサイトによる電子申請 

受付期間 随時受付 

有効期間 申請受理日（審査完了日）から令和９年３月３１日（水）まで 

 

別表３ 提出すべき書類 

(1)建設工事 

  ①業者カード（建設工事用） 

②申請書（建設工事） 

  ③業態調書（建設工事） 

  ④営業所一覧表（全営業所記載） 

  ⑤委任状（入札・契約等に関する権限を支店又は営業所等に委任している場合のみ） 

  ⑥使用印鑑届（使用印・実印を押印したもの） 

  ⑦誓約書（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第３２条第１項の各号に該

当しない旨の誓約書） 

  ⑧印鑑証明書（申請日から１年以内のもの） 

  ⑨建設業許可証（有効期間内であることを確認すること） 

  ⑩経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書（審査基準日が申請日から１年７か月

以内で最新のもの） 

  ⑪納税証明書（全ての税目に未納がないことの証明書又は直近１年分の各税目の納税証

明書を添付すること） 

⑫法人の場合履歴事項全部証明書※個人の場合は身分証明書 

  

(2)建設工事関連業務（測量・コンサルタント等） 

  ①業者カード（建設工事関連業務用） 

②申請書（建設工事関連業務） 

  ③業態調書（建設工事関連業務） 

  ④測量等実績高 

⑤自己資本額等調べ 

  ⑥営業所一覧表（全営業所記載） 

  ⑦委任状（入札・契約等に関する権限を支店又は営業所等に委任している場合） 



  ⑧使用印鑑届（使用印・実印を押印したもの） 

  ⑨誓約書（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第３２条第１項の各号に該

当しない旨の誓約書） 

  ⑩印鑑証明書（申請日から１年以内のもの） 

  ⑪営業に関し、法律上必要とする登録の証明書 

  ⑫納税証明書（全ての税目に未納がないことの証明書又は直近１年分の各税目の納税証

明書を添付すること） 

⑬法人の場合履歴事項全部証明書※個人の場合は身分証明書 

   

(3)物品・役務の提供業務 

  ①業者カード（物品・役務提供用） 

②申請書（物品・役務提供） 

  ③営業所一覧表（全営業所記載） 

  ④委任状（入札・契約等に関する権限を支店又は営業所等に委任している場合） 

  ⑤使用印鑑届（使用印・実印を押印したもの） 

  ⑥誓約書（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第３２条第１項の各号に該

当しない旨の誓約書） 

  ⑦印鑑証明書（申請日から１年以内のもの） 

  ⑧営業に関し、法律上必要とする登録の証明書又は営業許可証（役務の提供に申請する

場合（施設・設備の保守点検、管理業務等）） 

  ⑨納税証明書（全ての税目に未納がないことの証明書又は直近１年分の各税目の納税証

明書を添付すること） 

  ⑩営業実績調書（直前２年の営業年度の納入実績） 

  ⑪法人の場合履歴事項全部証明書※個人の場合は身分証明書 

   

 


